
【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。98.3% 94.8%

児童クラブ：継続して安定した児童の保育を目的としているため。
児童館：現在は直営で運営しているが、新奈良市行財政改革重点取組項目におい
て、運営方法の見直しを検討している。

33.9% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 47 0 0.0%

児童クラブ：継続して安定した児童の保育を目的としているため。
児童館：現在は直営で運営しているが、新奈良市行財政改革重点取組項
目において、運営方法の見直しを検討している。

48

福祉・保健センター 28 28 100.0% 0 　 75.7% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 100.0% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 83.3% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

2 2 100.0% 　 0 　 47.0% 48.0%

　 31.1% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 2 2 100.0% 　

公民館、市民会館 69 69 100.0% 　 0

0 　 62.4% 51.8%

46.2% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

蔵書構成は、図書館の方針に従って長期にわたり構成されるものであり、職員の養
成も重要課題として考えているため。

11.1% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

14 12 85.7% 史料保存館は指定管理者制度の趣旨に合致せず、直営で運営すべき施設
であるから。昔のくらし館は常駐なし。

1 史料保存館は指定管理者制度の趣旨に合致せず、直営で運営すべき施設であるか
ら。昔のくらし館は常駐なし。

図書館 3 0 0.0% 蔵書構成は、図書館の方針に従って長期にわたり構成されるものであり、
職員の養成も重要課題として考えているため。

3

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 7 0 0.0%

東山霊苑火葬場については、新斎苑（令和２年度完成予定）が建設される
までは直営が望ましい。
また、墓地及び祖霊堂についても、新斎苑建設まで直営が望ましい。
なお、墓地５箇所あるが、１箇所だけが規模が大きいため、職員が常駐して
維持管理にあたっている。

7

東山霊苑火葬場については、新斎苑（令和２年度完成予定）が建設されるまでは直営
が望ましい。
また、墓地及び祖霊堂についても、新斎苑建設まで直営が望ましい。
なお、墓地５箇所あるが、１箇所だけが規模が大きいため、職員が常駐して維持管理
にあたっている。

21.6% 21.8%

駐車場 25 25 100.0% 　 0 　 73.8%

策定済

　 55.0% 42.6%

公営住宅 26 0 0.0% 安全管理上のリスクや職員の現場把握の能力を維持することなどから、直
営すべきと考えている。

0 　

大規模公園 1 0 0.0% 直営で運営すべき施設である。 0

59.0% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 62.9% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施 ○
現状では、中核市レベルの業務に耐えうる自治体クラウド対応パッケージが存在していないと考えている。カスタマイズの困難さや、設
置コスト、通信費用といった課題解決の決定打もないと思われる。また、近隣には本市と同程度の規模の自治体がなく、自治体クラウ
ドを検討するにあたっての障壁となっている。

　 55.0% 52.0%

　 66.0% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 1 1 100.0% 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

　 94.3% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

2 2 100.0% 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 90.2% 76.0%

検討中
　 68.9%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 21.4% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 4 4 100.0% 　 0 　 75.8%

0 　 66.5% 47.6% 類型 実施予定時期

0 　 67.6% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
39 38 97.4% 隣接する中学校が体育の授業で使用することから、直営による運営を行っ

ている。

単独クラウド 5.2% 25.9%

体育館 6 5 83.3% 隣接する中学校が体育の授業で使用することから、直営による運営を行っ
ている。

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 100.0% 97.2%

調査・集計 　 　 94.6% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 98.3% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 98.3% 97.1%

学校用務員事務 28.3% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

58.6% 15.5%

○ ○ ○ ○ ○

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 100.0% 90.7%

委託率

実施済 委託有 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 87.7% 69.7%

案内・受付 　 　 95.7% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 98.3% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 77.2% 87.6%

し尿収集 　 　 93.9% 98.0%

本庁舎の夜間警備 ○ 今後も専任で対応する予定。 90.7% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
31.0% 82.8% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 90.4% 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託有

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

292010 奈良県 奈良市 中　 核　 市

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。100.0% 94.8%

地域の実情を熟知した職員が学校と連携をし、直接子供やその保護者と関わることに
よって、子育て支援の充実が図られるものと考えているため

19.3% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 13 0 0.0% 制度導入には課題があり、今後どのようにするか検討中である。 13

福祉・保健センター 2 1 50.0% 専門職の担当保健師等が長い期間市民に関われるよう、現状では制度導
入は考えていない。

1 市民各世代の保健向上のため、またこれから生まれる子供たちのために、自治体職
員が常駐している。

61.1% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 66.7% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 100.0% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 42.9% 48.0%

市民交流センターは活動団体の育成途上で、災害活動の拠点となる可能性もあり、
中央公民館は生涯学習課が入居し、同施設を拠点に業務を行っている。他1箇所の
公民館は、市先導で地域に密着した活動を進めている。

31.1% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 1 0 0.0% 現状のサービスを維持しつつ、必要コストを抑制するための手法を検討中
である。

公民館、市民会館 6 0 0.0%
市民交流センターは市民協働の推進を、中央公民館は生涯学習の振興と
活動団体育成を市が直接進めるため。他1箇所の公民館は地域とより密着
した活動を進める、残り3箇所の校区公民館は民間委託を行っているため。

3

1 窓口業務等や総合管理業務といった委託可能な業務については、すでに民間委託に
より実施している。

74.0% 51.8%

33.3% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 25.3% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

0 0 　 0 　

図書館 1 1 100.0% 　 0

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 1 0 0.0%
受付業務をシルバー人材センターに、火葬業務及び通夜が行われる日に
限り夜間受付業務を業者委託（指名入札）しており、請負金額が抑えられて
いる。

0 　 46.6% 21.8%

駐車場 2 0 0.0% 収益が見込めないため、指定管理者が事業参入するメリットがない。 0 　 56.5%

策定済

　 57.1% 42.6%

公営住宅 15 0 0.0% 住宅の老朽化が進んでおり、建替・廃止を進めていく必要がある。新たな公
営住宅の管理を進めていく際に、今後他市の動向を踏まえ検討する。

0 　

大規模公園 0 0 　 0

12.1% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 54.5% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 0.0% 52.0%

　 67.2% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

　 82.4% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 74.5% 76.0%

検討中
　 70.2%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 36.4% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 1 1 100.0% 　 0 　 70.4%

0 　 63.8% 47.6% 類型 実施予定時期

2 体育協会等と連携し、市が直接体育振興を進めるため 62.1% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
3 1 33.3% 市民が利用するにあたり無料かつ職員の常駐もない施設のため、現時点

では指定管理は検討していない

単独クラウド 平成23年度 24.4% 40.7%

体育館 2 0 0.0% 施設の老朽化により、現状の施設等での制度導入には課題があり、今後ど
のようにするか検討する。

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 97.2% 97.2%

調査・集計 　 　 97.3% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 100.0% 97.1%

学校用務員事務 ○ 職務の性質上、直営が望ましいと考える。 46.5% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

45.3% 4.7%

○ ○ ○ ○

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 98.6% 90.7%

委託率

実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 87.2% 69.7%

案内・受付 　 　 87.7% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 98.8% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 89.3% 87.6%

し尿収集 　 　 100.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
14.0% 36.0% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 93.9% 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託有

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

292028 奈良県 大和高田市 都市　Ⅱ－３

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。100.0% 94.8%

児童館２施設については、職員配置が望ましいと考える。 19.3% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 13 0 0.0% 今後施設のあり方については議論の余地はあるが、当分は直営する。 2

福祉・保健センター 2 2 100.0% 　 0 　 61.1% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 66.7% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 100.0% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

1 1 100.0% 　 0 　 42.9% 48.0%

直営のため 31.1% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 1 1 100.0% 　

公民館、市民会館 9 2 22.2% 今後施設のあり方については議論の余地はあるが、当分は直営する。 7

1 市との連携を取りやすくするため施設長のみ職員を配置 74.0% 51.8%

33.3% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

直営のため 25.3% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

0 0 　 0 　

図書館 1 0 0.0% 今後施設のあり方については議論の余地はあるが、当分は直営する。 1

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 2 0 0.0% 一部業務委託で対応しているため 0 　 46.6% 21.8%

駐車場 15 15 100.0% 　 0 　 56.5%

策定済

市との連携を取りやすくするため施設長のみ職員を配置 57.1% 42.6%

公営住宅 19 0 0.0% 導入するかどうかも含めて検討中 0 　

大規模公園 1 1 100.0% 　 1

12.1% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 54.5% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 0.0% 52.0%

　 67.2% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

　 82.4% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

2 2 100.0% 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 74.5% 76.0%

検討中
　 70.2%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 36.4% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 1 1 100.0% 　 0 　 70.4%

3 市との連携を取りやすくするため施設長のみ職員を配置 63.8% 47.6% 類型 実施予定時期

2 　 62.1% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
6 6 100.0% 　

単独クラウド 24.4% 40.7%

体育館 23 21 91.3% 他の施設に付随しているので、単独導入できないため。

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 平成27年度 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 97.2% 97.2%

調査・集計 　 　 97.3% 96.2%

当市の規模で設置する必要性があまり感じられない。在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 100.0% 97.1%

学校用務員事務 46.5% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

45.3% 4.7%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 98.6% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 87.2% 69.7%

案内・受付 　 　 87.7% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 98.8% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 89.3% 87.6%

し尿収集 　 　 100.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
14.0% 36.0% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 93.9% 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託有

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

292036 奈良県 大和郡山市 都市　Ⅱ－３

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。100.0% 94.8%

地域及び保護者からの要望から自治体職員の常駐が望まれている。 19.3% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 19 16 84.2% 市内の３児童館は当面直営とし、他の施設と連携した施設のあり方を検討

している。
3

福祉・保健センター 2 2 100.0% 　 0 　 61.1% 53.2%

介護支援センター 0 0 0 　 66.7% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 1 1 100.0% 　 0 　 100.0% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 42.9% 48.0%

市民会館は文化芸術団体の育成事業を行っており、常駐の職員の配置が必要であ
り、複数の自治会をつなぐコミュニティの場である公民館は、市と地元をつなぐ窓口で
あり、職員の常駐が期待されているため。

31.1% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 1 0 0.0%
文化センターでは、文化芸術活動に重点を置いた施設運営を行っており、
指定管理にすることで管理業務が優先し、文化芸術の振興が妨げられる恐
れがあるため、当面直営で運営する。

公民館、市民会館 58 0 0.0%
市民会館は、指定管理者制度の導入について、現在検討中である。公民
館は、市と地元をつなぐ窓口であり、職員の常駐が期待されている事から、
当面直営で運営する。

13

1
市の文化芸術に重点を置いた施設運営を行っているため、自治体職員による常駐配
置が望ましいと考えている。また、常駐することにより施設の管理業務が的確にでき、
改修、修繕等、計画的な修繕を行なえる。

74.0% 51.8%

33.3% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

図書館条例に定められた設置目的を効果的に達成するため、また教育機関としての
住民サービスや管理運営のため。

25.3% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

0 0 　 0 　

図書館 1 0 0.0%
図書館条例に定められた設置目的を効果的に達成するため、また教育機
関としての住民サービスや管理運営において、指定管理者制度はなじまな
いと考えているから。

1

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 1 1 100.0% 　 0 　 46.6% 21.8%

駐車場 2 2 100.0% 　 0 　 56.5%

策定済

　 57.1% 42.6%

公営住宅 12 0 0.0% 直営で運用すべき施設と考える。 0 　

大規模公園 0 0 　 0

12.1% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

施設の設置目的を達成しつつ、より効率的で安定的に低コストで運営を行うために自
治体職員を配置している。

54.5% 64.2%展示場施設、見本市施設 1 0 0.0%
黒塚古墳展示館は、開館以来、入館無料で公開し好評を得ている。また地
域の町おこしの場としても活用され、展示館の存続につながっている。よっ
て今後も直営で管理する施設であるから。

1

未実施
　 0.0% 52.0%

　 67.2% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 3 3 100.0% 　 0

キャンプ場等 1 0 0.0% 平成26年度４月より一般の利用を休止しているため導入する必要がない。 0

　 82.4% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 74.5% 76.0%

検討中
　 70.2%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 36.4% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 0 0 　 0 　 70.4%

0 　 63.8% 47.6% 類型 実施予定時期

0 62.1% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
7 7 100.0%

単独クラウド 平成23年度 令和3年度 24.4% 40.7%

体育館 3 3 100.0% 　

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 97.2% 97.2%

調査・集計 　 　 97.3% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 100.0% 97.1%

学校用務員事務 ○ 学校用務員は、学校の草刈、職員室の掃除、門の開閉、戸締りなどの毎日の業務だけでなく、急な荷物の搬入、児童生徒の監視等の業務があるため急な指示にも対応でき、
学校運営をスムーズに行えるための直営方針を続ける。

46.5% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

45.3% 4.7%

○ ○

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 98.6% 90.7%

委託率

実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 87.2% 69.7%

案内・受付 　 　 87.7% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 98.8% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 89.3% 87.6%

し尿収集 　 　 100.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
14.0% 36.0% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 93.9% 94.1%

設置済 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

292044 奈良県 天理市 都市　Ⅱ－３

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。100.0% 94.8%

職員常駐が望まれていることもあり、指定管理者制度導入については、地域住民との
調整等困難な課題も存在すると認識しています。

20.7% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 27 0 0.0% PPP等の包括管理委託や指定管理の導入に向け検討していますが、地域

住民との調整等困難な課題もあると認識しています。
2

福祉・保健センター 3 1 33.3% 施設の性格上、指定管理者制度になじまないと認識しているものがありま
す。

1 指定管理者制度の導入が適さず、直営で運営すべきと考えています。 55.6% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 43.8% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 100.0% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 43.3% 48.0%

地域住民の窓口として職員常駐が望まれており、指定管理者制度導入は慎重に検討
するべきと認識しています。また、導入については費用対効果も勘案して検討すべき
と考えています。

27.4% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 1 0 0.0%
当該ホールは庁舎としての機能と貸館的な機能を持ち合わせており、今
後、新分庁舎の建設等による庁内組織の移転も予定されているため現段
階では未導入ですが、将来的な導入に向け検討していきます。

公民館、市民会館 16 11 68.8%
地域住民との調整が必要で慎重に検討するべきと認識しています。また、
ファシリティマネジメントの観点から費用対効果も勘案しながら導入を検討
するべきと考えています。

5

1 将来的な指定管理者制度の導入に向けて検討していきます。 81.5% 51.8%

25.0% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

指定管理者制度を導入するには課題も多く、慎重に検討する必要があると考えてい
ます。

30.3% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

11 0 0.0%
研究機関的な施設など指定管理者制度になじまない施設もありますが、将
来的には指定管理導入に向け積極的に検討する余地があると考えていま
す。

3 将来的には指定管理者制度導入に向けて積極的に検討する余地があると考えてい
ます。

図書館 1 0 0.0%
個別の業務については委託して実施していますが、図書館の業務全体に
指定管理者制度を導入するのは課題も多く慎重に検討する必要があると考
えています。

1

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 2 0 0.0% 業務内容に指定管理者制度になじまないものが含まれており、直営で運営
すべきと考えています。

0 　 25.4% 21.8%

駐車場 17 0 0.0% 現在、長期の委託契約を結んで管理運用をしており、導入してもコスト面の
メリットは少ないと認識しています。

0 　 51.5%

策定済

現在、検討中です。 61.1% 42.6%

公営住宅 14 0 0.0% 引き続き直営管理すべきと考えています。 0 　

大規模公園 2 1 50.0% 未導入の施設については、現在、検討中です。 1

32.3% 14.3%

開放型研究施設等 1 1 100.0% 　 0

　 64.3% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 50.0% 52.0%

　 81.8% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 1 1 100.0% 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

　 92.9% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

1 0 0.0% 平成28年4月下旬に市直営でオープンし、検討している段階であるため。 1

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

利用状況の推移や利用者のニーズを把握した上で、指定管理者制度の導入に向け
て検討していきたいと考えています。

84.4% 76.0%

検討中
　 65.0%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 40.0% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 1 1 100.0% 　 0 　 70.8%

0 　 65.7% 47.6% 類型 実施予定時期

2 直営のため 68.9% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
3 3 100.0% 　

単独クラウド 平成27年度 検討中 10.0% 40.0%

体育館 5 3 60.0% 未導入施設については、将来的に導入すべきと考えています。

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 100.0% 97.2%

調査・集計 ○ 現状のまま続ける方針。 93.6% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 100.0% 97.1%

学校用務員事務 40.5% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

62.0% 8.0%

○ ○ ○ ○

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 97.7% 90.7%

委託率

実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 84.0% 69.7%

案内・受付 　 　 97.4% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 98.0% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 87.2% 87.6%

し尿収集 　 　 93.5% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 95.7% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
20.0% 56.0% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 100.0% 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

292052 奈良県 橿原市 都市　Ⅲ－３

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。100.0% 94.8%

　 19.3% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 11 11 100.0% 　 0

福祉・保健センター 1 1 100.0% 　 0 　 61.1% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 66.7% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 100.0% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 42.9% 48.0%

　 31.1% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 16 1 6.3% 現状が最適と考える 0

0 　 74.0% 51.8%

33.3% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 25.3% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

0 0 　 0 　

図書館 1 1 100.0% 　 0

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 46.6% 21.8%

駐車場 3 0 0.0% 機械化により無人のため 0 　 56.5%

策定済

　 57.1% 42.6%

公営住宅 13 0 0.0% 市営住宅の建て替え時に指定管理を検討 0 　

大規模公園 0 0 　 0

12.1% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 54.5% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 0.0% 52.0%

　 67.2% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

　 82.4% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

2 2 100.0% 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 74.5% 76.0%

検討中
　 70.2%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 36.4% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 1 1 100.0% 　 0 　 70.4%

0 　 63.8% 47.6% 類型 実施予定時期

0 　 62.1% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
2 2 100.0% 　

単独クラウド 平成26年度 令和2年度 24.4% 40.7%

体育館 2 2 100.0% 　

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 ○ 迅速な更新が求められるため直営で行う。 97.2% 97.2%

調査・集計 　 　 97.3% 96.2%

本市の規模であれば事務の効率化はあまり期待できない在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 100.0% 97.1%

学校用務員事務 46.5% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

45.3% 4.7%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 98.6% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 87.2% 69.7%

案内・受付 ○ 委託予定はなく、直営で行う。 87.7% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 98.8% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 89.3% 87.6%

し尿収集 　 　 100.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
14.0% 36.0% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 93.9% 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

292061 奈良県 桜井市 都市　Ⅱ－３

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。97.7% 94.8%

前記のとおり 14.9% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 6 0 0.0% 現在検討されている小学校等の適正配置に併せ、学童保育所の適正配置

を行う。その際に指定管理制度導入について再検討する予定
6

福祉・保健センター 16 1 6.3% 施設が小規模であるため指定管理にむかない 1 保健福祉センターに職員を配置し、直営で事業を行っているため 48.7% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 60.0% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 64.7% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 53.4% 48.0%

　 16.5% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 20 3 15.0% 地区公民館は、地元での維持管理、運営が望ましい 0

0 　 43.1% 51.8%

29.6% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 17.8% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

6 5 83.3% 導入メリットのある施設には全て導入が完了している 1 施設規模が小さく、臨時職員で運営した方が経済的である。

図書館 1 1 100.0% 　 0

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 5 0 0.0% コスト・サービス面で改善が見込めない 1 適切に管理を行うため 15.2% 21.8%

駐車場 3 1 33.3% 指定管理するような規模ではない 0 　 22.6%

策定済

　 27.9% 42.6%

公営住宅 31 0 0.0% 直営で運営すべきと考える 0 　

大規模公園 0 0 　 0

9.3% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 100.0% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 0.0% 52.0%

　 81.3% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 2 1 50.0% 被災後解体 0

　 89.7% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

2 1 50.0% きすみ館は、施設の改修を実施しており、再開後は指定管理を検討 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

3 2 66.7% 施設の設置目的や稼働率等を考慮すると直営で運営することが望ましい 0

　 72.6% 76.0%

検討中
　 55.8%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 8.6% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 2 0 0.0% 夏季の短期間のみ開放する施設のため、導入のメリットがない。 0 　 49.7%

0 　 42.5% 47.6% 類型 実施予定時期

1 将来的に指定管理者制度を導入すべきと考えています。 30.7% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
3 1 33.3% 現在指定管理について検討中

単独クラウド 平成26年度 令和6年度 28.1% 43.8%

体育館 15 1 6.7% 各地域の体育館は、地域での管理が望ましいため
上野公園は指定管理に向けて検討中

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 96.3% 97.2%

調査・集計 　 　 98.0% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 98.8% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.4% 97.1%

学校用務員事務 ○ 今後も直営で対応 30.3% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

27.3% 2.3%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 93.3% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 66.1% 69.7%

案内・受付 　 　 94.3% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 97.5% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 90.0% 87.6%

し尿収集 　 　 97.8% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
12.5% 22.7% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 93.8% 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

292079 奈良県 五條市 都市　Ⅰ－１

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。95.9% 94.8%

　 15.0% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 7 0 0.0% 指定管理者制度を含めた外部委託の手法を検討中。 0

福祉・保健センター 2 0 0.0% 指定管理者制度を導入しなければならないほど管理運営コストが高くない
ため必要性を感じていない。

1 指定管理者制度を導入しなければならないほど管理運営コストが高くないため必要性
を感じていない。

45.6% 53.2%

介護支援センター 1 0 0.0% 指定管理者制度を導入しなければならないほど管理運営コストが高くない
ため必要性を感じていない。

1 指定管理者制度を導入しなければならないほど管理運営コストが高くないため必要性
を感じていない。

53.6% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 87.5% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 63.3% 48.0%

指定管理者制度を導入しなければならないほど管理運営コストが高くないため必要性
を感じていない。

19.8% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 3 0 0.0% 指定管理者制度を導入しなければならないほど管理運営コストが高くない
ため必要性を感じていない。

2

0 　 45.9% 51.8%

26.9% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

文化ホールが併設されており、公金の取扱いや伝票業務があるため、常駐職員を配
置している。

14.3% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

0 0 　 0 　

図書館 1 0 0.0% 図書館施設と併設している文化ホールが老朽化しており、また収益性が低
いため指定管理運営を行える業者を探すことが困難である。

1

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 16.7% 21.8%

駐車場 0 0 　 0 　 21.9%

策定済

　 30.8% 42.6%

公営住宅 26 0 0.0% 老朽化が進んでいる物件も多く、指定管理者制度の応募があるとは思われ
ない。

0 　

大規模公園 0 0 　 0

16.7% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 100.0% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 0.0% 52.0%

施設の利用状況、人数等民間事業者が運営を行う価値が少ない。 90.0% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 2 1 50.0% 　 1

キャンプ場等 0 0 　 0

　 86.2% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

1 0 0.0% 特別会計を設置し、市の主要観光地にある国民宿舎であるため指定管理
者制度を導入しない。

0

　 80.0% 76.0%

検討中
　 65.2%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 0.0% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 0 0 　 0 　 56.5%

0 　 50.4% 47.6% 類型 実施予定時期

0 　 41.1% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
1 0 0.0% 指定管理者制度を導入しなければならないほど、管理運営コストが高くない

ため必要性を感じていない。

単独クラウド 平成26年度 検討中 30.1% 46.6%

体育館 0 0 　

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 96.7% 97.2%

調査・集計 　 　 98.4% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 98.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 ○ 日常的に補修、清掃の必要な箇所が発生するため最小限の人数は直営で配置する。 98.5% 97.1%

学校用務員事務 28.8% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

27.4% 4.1%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 93.8% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 66.7% 69.7%

案内・受付 　 　 96.2% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 ○ ごみ収集の際、子どもや高齢者の見守り業務を行っており、地域の実情を把握している専任職員が同業務を行うことが望ましい。 97.0% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 90.2% 87.6%

し尿収集 　 　 96.3% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
12.3% 30.1% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 97.2% 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託有

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

292087 奈良県 御所市 都市　Ⅰ－２

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。100.0% 94.8%

　 20.7% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 12 0 0.0% 市が事務局となる運営協議会方式で運営している。 0

福祉・保健センター 2 2 100.0% 　 0 　 55.6% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 43.8% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 100.0% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 43.3% 48.0%

　 27.4% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 9 8 88.9% 今後も直営で運営する予定。

公民館、市民会館 0 0 　 0

1 今後も直営で運営する予定。 81.5% 51.8%

25.0% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

今後も直営で運営する予定。 30.3% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 1 100.0% 　 0 　

図書館 3 0 0.0% 今後も直営で運営する予定。 3

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 1 0 0.0% 業務の特殊性・専門性を鑑み、指定管理者制度の導入は適切ではないと
考えるため、今後も直営で運営する予定。

0 　 25.4% 21.8%

駐車場 3 3 100.0% 　 0 　 51.5%

策定済

　 61.1% 42.6%

公営住宅 5 0 0.0% 団地規模が小さく管理戸数が少ないため、指定管理者制度の導入が困難。
今後も直営で運営する予定。

0 　

大規模公園 1 1 100.0% 　 0

32.3% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 64.3% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 50.0% 52.0%

　 81.8% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 1 1 100.0% 　 0

キャンプ場等 1 1 100.0% 　 0

　 92.9% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 84.4% 76.0%

検討中
　 65.0%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 40.0% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 3 3 100.0% 　 0 　 70.8%

0 　 65.7% 47.6% 類型 実施予定時期

0 68.9% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
17 17 100.0% 　

単独クラウド 平成27年度 検討中 10.0% 40.0%

体育館 7 7 100.0% 　

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 100.0% 97.2%

調査・集計 　 　 93.6% 96.2%

各担当課での事務処理で対応できている。在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 100.0% 97.1%

学校用務員事務 40.5% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

62.0% 8.0%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 97.7% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 一部施設で委託を実施予定 84.0% 69.7%

案内・受付 　 　 97.4% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 98.0% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 87.2% 87.6%

し尿収集 　 　 93.5% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 95.7% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
20.0% 56.0% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 100.0% 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託有

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

292095 奈良県 生駒市 都市　Ⅲ－３

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。100.0% 94.8%

19.3% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 11 11 100.0%

福祉・保健センター 1 1 100.0% 　 0 　 61.1% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 66.7% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 100.0% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 42.9% 48.0%

　 31.1% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 2 2 100.0% 　

公民館、市民会館 2 2 100.0% 　 0

0 　 74.0% 51.8%

33.3% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

地域が発展していくためには、自治体の責務において、継続的で安定した図書館
サービスの提供、市民や学校等との協働及び中長期的な視点での行政課題への取
り組みが必要であるため

25.3% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 1 100.0% 　 0 　

図書館 1 0 0.0% 直営で運営すべき施設であるから 1

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 46.6% 21.8%

駐車場 10 10 100.0% 　 0 　 56.5%

策定済

　 57.1% 42.6%

公営住宅 1 0 0.0% 管理戸数が30戸と少なく、現状では職員で対応できており、また家賃滞納も
ないため。

0 　

大規模公園 0 0 　 0

12.1% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 54.5% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 0.0% 52.0%

　 67.2% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

　 82.4% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 74.5% 76.0%

検討中
　 70.2%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 36.4% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 1 1 100.0% 　 0 　 70.4%

0 　 63.8% 47.6% 類型 実施予定時期

0 　 62.1% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
7 7 100.0% 　

単独クラウド 24.4% 40.7%

体育館 2 2 100.0% 　

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 平成23年度 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 97.2% 97.2%

調査・集計 　 　 97.3% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 100.0% 97.1%

学校用務員事務 46.5% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

45.3% 4.7%

○ ○ ○ ○

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 98.6% 90.7%

委託率

実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 87.2% 69.7%

案内・受付 　 　 87.7% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 98.8% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 89.3% 87.6%

し尿収集 　 　 100.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
14.0% 36.0% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 93.9% 94.1%

設置済 予定時期 - 委託状況 委託有

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

292109 奈良県 香芝市 都市　Ⅱ－３

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。95.9% 94.8%

現在は特に考えていない。 15.0% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 6 0 0.0% 現在は特に考えていない。 6

福祉・保健センター 3 0 0.0% 施設管理を職員で行うことにより、他の業務も行うことができるため。 3 施設管理を職員で行うことにより、他の業務も行うことができるため。 45.6% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 53.6% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 87.5% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 63.3% 48.0%

規模が小さいため指定管理には不適である。 19.8% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 2 0 0.0% 規模が小さいため指定管理には不適である。

公民館、市民会館 57 56 98.2% 規模が小さいため指定管理には不適である。 1

2 規模が小さいため指定管理には不適である。 45.9% 51.8%

26.9% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

現時点で指定管理を導入する予定はなく、直営で運営する。 14.3% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 0 0.0% 規模が小さいため指定管理には不適である。 1 規模が小さいため指定管理には不適である。

図書館 2 0 0.0% 現時点で指定管理を導入する予定はなく、直営で運営する。 2

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 1 0 0.0% 指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれる。 0 　 16.7% 21.8%

駐車場 1 0 0.0% 指定管理料が少額になるため応募が見込めない。 0 　 21.9%

策定済

　 30.8% 42.6%

公営住宅 4 0 0.0% 指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれる。 0 　

大規模公園 0 0 　 0

16.7% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 100.0% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 0.0% 52.0%

　 90.0% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

　 86.2% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 80.0% 76.0%

検討中
　 65.2%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 0.0% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 2 0 0.0% 指定管理制度を導入することにより、計画が立てにくくなる。 0 　 56.5%

1 市民の大会等が年間を通じて多く、指定管理者を導入することにより、計画が立てに
くくなる。

50.4% 47.6% 類型 実施予定時期

1 　 41.1% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
3 0 0.0% 市民の大会等が年間を通じて多く、指定管理者を導入することにより、計画

が立てにくくなる。

単独クラウド 30.1% 46.6%

体育館 3 0 0.0% 現在、連盟及びスポーツ少年団等に各体育館の利用配分をしており、指定
管理者を導入することにより、その配分が難しくなる。

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 平成23年度 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 ○ 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 ○ 委託予定はなく、直営で行う。 96.7% 97.2%

調査・集計 　 　 98.4% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 98.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 98.5% 97.1%

学校用務員事務 28.8% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

27.4% 4.1%

○ ○

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 93.8% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 66.7% 69.7%

案内・受付 96.2% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 97.0% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 90.2% 87.6%

し尿収集 　 　 96.3% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

○ 業務改革効果
12.3% 30.1% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 97.2% 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

292117 奈良県 葛城市 都市　Ⅰ－２

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。97.7% 94.8%

　 14.9% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 7 0 0.0% 業務委託実施済み。 0

福祉・保健センター 4 0 0.0% 直営が望ましいと考えているため。 1 指定管理者に馴染まない施設のため。 48.7% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 60.0% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 64.7% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 53.4% 48.0%

今後も指定管理を検討していく。 16.5% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 1 0 0.0% 現時点で指定管理を導入する予定はなく、直営で運営していく。

公民館、市民会館 5 0 0.0% 施設の老朽化等、導入コストが多大になるため。 4

1 業務内容と使用料の採算が合わないため。 43.1% 51.8%

29.6% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

司書免許を持っている職員を配置するのが望ましいと考えている。 17.8% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

0 0 　 0 　

図書館 2 0 0.0% 　 2

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 3 0 0.0% 直営が望ましいと考えているため。 0 　 15.2% 21.8%

駐車場 3 0 0.0% 現在のところ導入予定はなし。 0 　 22.6%

策定済

　 27.9% 42.6%

公営住宅 19 0 0.0% 住宅の老朽化が進んでおり、廃止を進めて行く必要がある。 0 　

大規模公園 1 0 0.0% 指定管理を導入するための体制づくりを検討している。 1

9.3% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 100.0% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 0.0% 52.0%

直営が望ましいと考えているため。 81.3% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 1 0 0.0% 直営が望ましいと考えているため。 1

キャンプ場等 1 0 0.0% 設備の老朽化など、制度の導入について検討課題である。 0

　 89.7% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

1 1 100.0% 　 0

　 72.6% 76.0%

検討中
　 55.8%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 8.6% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 1 0 0.0% 指定管理を導入するための施設改修等検討が必要なため。 0 プールについては総合体育館・グランドと一体的に指定管理者を検討する。 49.7%

1 グランドについて総合体育館・プールと一体的に指定管理者を検討する。 42.5% 47.6% 類型 実施予定時期

1 　 30.7% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
6 0 0.0% 指定管理を導入するための施設改修等検討が必要なため。

単独クラウド 平成24年度 28.1% 43.8%

体育館 6 0 0.0% 指定管理を導入するための施設改修等検討が必要なため。

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 96.3% 97.2%

調査・集計 　 　 98.0% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 98.8% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.4% 97.1%

学校用務員事務 ○ 正職員が退職すれば非常勤で対応していく。 30.3% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

27.3% 2.3%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 93.3% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 当分の間熟練した職員で対応する。 66.1% 69.7%

案内・受付 　 今年度中に委託予定 94.3% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 97.5% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 90.0% 87.6%

し尿収集 　 　 97.8% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
12.5% 22.7% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 93.8% 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

292125 奈良県 宇陀市 都市　Ⅰ－１

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。97.4% 94.8%

　 4.2% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 1 0 0.0% 公募しても応募が見込めない。 0

福祉・保健センター 1 0 0.0% 社会福祉協議会の事務所があり導入が難しい。 0 　 28.0% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 42.4% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 61.1% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 47.2% 48.0%

３公民館以外は、自治体職員の配置を考えていない。 20.5% 23.0% 98.0% 99.8%

文化会館 1 0 0.0% ゲートボールやグラウンドなど広大な敷地の管理を行っており、導入が見込
めない。

公民館、市民会館 33 0 0.0% 職員が常駐する3施設は、出張所、診療所となっており導入の計画はない。 3

0 　 18.5% 51.8%

14.3% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 5.1% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 0 0.0% 公民館に併設しており、小学校敷地内で導入が難しい。 0 　

図書館 0 0 　 0

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 13.2% 21.8%

駐車場 0 0 　 0 　 9.9%

策定済

　 36.4% 42.6%

公営住宅 0 0 　 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.0% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 33.3% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 - 52.0%

　 54.1% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 1 1 100.0% 　 0

　 81.7% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 65.1% 76.0%

検討中 ○ 他団体と仕様等を検討中

　 44.9%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 8.7% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 0 0 　 0 　 21.7%

0 　 17.7% 47.6% 類型 実施予定時期

0 現在、連盟及びスポーツ少年団等に各体育館の利用配分をしており、指定管理者を
導入することにより、その配分が難しくなる。

14.4% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
4 0 0.0% 利用頻度が少なく応募が望めない。

単独クラウド 31.1% 48.3%

体育館 5 0 0.0% 利用頻度が少なく応募が望めないため。

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 99.2% 97.2%

調査・集計 　 　 94.1% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 99.0%

　 93.9% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 99.3% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 96.1% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 95.9% 97.1%

学校用務員事務 ○ 現状を維持 48.7% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

17.9% 0.0%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） ○ 現状維持 83.3% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 現状維持 54.2% 69.7%

案内・受付 - 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 96.6% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 86.3% 87.6%

し尿収集 　 　 100.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 ○ 現状維持 97.2% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
7.9% 5.3% 13.2% 23.6%

電話交換 ○ 現状維持 66.7% 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 98.1% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

293229 奈良県 山添村 町村　Ⅰ－０

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。95.2% 94.8%

　 15.1% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 0 0 　 0

福祉・保健センター 1 0 0.0% 当該施設を使った直営での事業が多く、委託を行うことが困難である。 1 当該施設を使った直営での事業が多く、委託を行うことが困難である。 48.6% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 45.5% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 50.0% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 54.5% 48.0%

教育委員会と施設管理が兼任しているため、常駐している。 8.9% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 1 0 0.0% 細やかな対応が求められる業務の為、直営にて実施。 1

0 　 22.2% 51.8%

17.5% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

細やかな対応が求められる業務の為、直営にて実施。 5.1% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

0 0 　 0 　

図書館 1 0 0.0% 教育の一環としてこどもの読書活動支援など、きめ細かな対応が必要であ
るため。

1

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 1 0 0.0% 細やかな対応が求められる業務の為、直営にて実施。 1 細やかな対応が求められる業務の為、直営にて実施。 8.3% 21.8%

駐車場 0 0 　 0 　 15.7%

策定済

　 37.9% 42.6%

公営住宅 7 0 0.0% 細やかな対応が求められる業務の為、直営にて実施。 0 　

大規模公園 1 1 100.0% 　 0

0.3% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 25.0% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 0.0% 52.0%

　 69.2% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

　 92.3% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 67.4% 76.0%

検討中
　 53.8%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 4.2% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 1 1 100.0% 　 0 　 25.8%

0 　 26.1% 47.6% 類型 実施予定時期

0 17.9% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
0 0 　

単独クラウド 38.1% 33.3%

体育館 1 1 100.0% 　

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 平成30年度 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 98.1% 97.2%

調査・集計 　 　 93.2% 96.2%

現行の体制で滞りなく庶務業務が遂行されているため。在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 94.7% 97.1%

学校用務員事務 32.4% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

22.2% 0.0%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） ○ 今後の財政状況を鑑みて、直営から民間委託に切り替えることにより、経費削減出来るか検討予定。 82.9% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 今後の財政状況を鑑みて、直営から民間委託に切り替えることにより、経費削減出来るか検討予定。 59.6% 69.7%

案内・受付 　 71.4% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 96.6% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 89.2% 87.6%

し尿収集 　 　 95.8% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
12.7% 11.1% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 84.6% 94.1%

設置予定 予定時期 検討中 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

293423 奈良県 平群町 町村　Ⅳ－２

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。94.9% 94.8%

　 15.3% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 3 0 0.0% 直営で運営すべき施設と考えているため 3

福祉・保健センター 1 0 0.0% 直営で運営すべき施設と考えているため 1 指定管理の導入が適さず、直営で運営すべき施設であると考えているため 37.7% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 25.0% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 0.0% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 8.0% 48.0%

　 20.2% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 1 1 100.0% 　

公民館、市民会館 0 0 　 0

0 　 39.1% 51.8%

20.9% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

指定管理の導入が適さず、直営で運営すべき施設であると考えているため 14.4% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

0 0 　 0 　

図書館 1 0 0.0% 直営で運営すべき施設と考えているため 1

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 1 1 100.0% 　 0 　 18.8% 21.8%

駐車場 0 0 　 0 　 22.1%

策定済

　 19.4% 42.6%

公営住宅 19 0 0.0% 直営で運営すべき施設と考えているため 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.8% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 50.0% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 0.0% 52.0%

　 62.1% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

　 84.2% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

1 0 0.0% 直営で運営すべき施設と考えているため 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 52.9% 76.0%

検討中
　 25.0%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 21.4% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 1 1 100.0% 　 0 　 25.4%

0 　 30.5% 47.6% 類型 実施予定時期

0 　 26.3% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
0 0 　

単独クラウド 平成27年度 検討中 30.3% 43.4%

体育館 1 1 100.0% 　

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 93.8% 97.2%

調査・集計 　 　 98.8% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.8% 97.1%

学校用務員事務 39.7% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

22.2% 5.1%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 83.1% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 68.5% 69.7%

案内・受付 　 　 88.0% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 95.5% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 82.4% 87.6%

し尿収集 　 　 100.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
14.1% 16.2% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 93.0% 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

293431 奈良県 三郷町 町村　Ⅴ－２

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。94.9% 94.8%

　 15.3% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 3 0 0.0% 　現在の施設規模では、指定管理者の公募の見込みがないため 0

福祉・保健センター 0 0 　 0 　 37.7% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 25.0% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 0.0% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 8.0% 48.0%

　 20.2% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 1 1 100.0% 　

公民館、市民会館 9 0 0.0% 現在の施設規模では、指定管理者の公募の見込みがないため 0

0 　 39.1% 51.8%

20.9% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 14.4% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

0 0 　 0 　

図書館 1 0 0.0% 直営で運営すべき施設であるため 1

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 18.8% 21.8%

駐車場 2 2 100.0% 　 0 　 22.1%

策定済

　 19.4% 42.6%

公営住宅 6 0 0.0% 直営で運営すべき施設であるため 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.8% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 50.0% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 0.0% 52.0%

　 62.1% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

　 84.2% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 52.9% 76.0%

検討中
　 25.0%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 21.4% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 1 0 0.0% 現在の施設規模では、指定管理者の公募の見込みがないため 0 　 25.4%

0 　 30.5% 47.6% 類型 実施予定時期

0 　 26.3% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
1 0 0.0% 現在の施設規模では、指定管理者の公募の見込みがないため

単独クラウド 30.3% 43.4%

体育館 1 0 0.0% 現在の施設規模では、指定管理者の公募の見込みがないため

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 平成30年度 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 93.8% 97.2%

調査・集計 　 　 98.8% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.8% 97.1%

学校用務員事務 39.7% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

22.2% 5.1%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 83.1% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 68.5% 69.7%

案内・受付 　 　 88.0% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 95.5% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 82.4% 87.6%

し尿収集 　 　 100.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
14.1% 16.2% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 93.0% 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

293440 奈良県 斑鳩町 町村　Ⅴ－２

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。91.0% 94.8%

　 14.0% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 2 0 0.0% 直営で運営すべき施設と考えているため 0

福祉・保健センター 1 0 0.0% 行政として主体的に運営すべき必要があると考えるため 1 行政として主体的に運営すべき必要があると考えるため 36.2% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 42.9% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 50.0% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 33.3% 48.0%

　 31.3% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 1 0 0.0% 施設利用の活性化や施設運営の効率化について、制度導入を検討中のた
め

公民館、市民会館 0 0 　 0

1 施設利用の活性化や施設運営の効率化について、他自治体の導入状況等を分析
し、制度導入を検討

27.3% 51.8%

25.0% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

現時点では直営による管理が適正であると判断しているため 8.3% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 0 0.0% 現時点では直営による管理が適当であると判断しているため 1 現時点では直営による管理が適当であると判断しているため

図書館 1 0 0.0% 現時点では直営による管理が適正であると判断しているため 1

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 15.4% 21.8%

駐車場 1 0 0.0% 現在の施設規模では指定管理者の公募の見込みが難しいため 0 　 19.6%

策定済

　 33.3% 42.6%

公営住宅 1 0 0.0% 直営で運営すべき施設であるため 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.0% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 80.0% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 100.0% 52.0%

　 70.0% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

　 94.4% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 46.9% 76.0%

検討中
　 56.7%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 8.8% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 0 0 　 0 　 20.6%

0 　 23.0% 47.6% 類型 実施予定時期

1 　 18.6% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
2 0 0.0% 現在の施設規模では、指定管理者の公募の見込みが難しいため

単独クラウド 55.2% 31.3%

体育館 1 0 0.0% 現時点では直営による管理が適当であると判断しているため

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 平成30年度 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 100.0% 97.2%

調査・集計 　 　 100.0% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 98.5% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 90.4% 97.1%

学校用務員事務 43.8% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

23.9% 0.0%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 73.8% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 41.1% 69.7%

案内・受付 　 　 50.0% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 89.5% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 84.2% 87.6%

し尿収集 　 　 98.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
6.0% 4.5% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 66.7% 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

293458 奈良県 安堵町 町村　Ⅱ－２

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。91.0% 94.8%

　 14.0% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 2 0 0.0% 職員で対応すべき施設である 0

福祉・保健センター 1 0 0.0% 職員で対応すべき施設である 1 職員で対応すべき施設である 36.2% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 42.9% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 50.0% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 33.3% 48.0%

　 31.3% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 1 0 0.0% 職員で対応すべき施設である

公民館、市民会館 1 0 0.0% 職員で対応すべき施設である 0

1 職員で対応すべき施設である 27.3% 51.8%

25.0% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

職員で対応すべき施設である 8.3% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

0 0 　 0 　

図書館 1 0 0.0% 職員で対応すべき施設である 1

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 1 1 100.0% 　 0 　 15.4% 21.8%

駐車場 0 0 　 0 　 19.6%

策定済

　 33.3% 42.6%

公営住宅 3 0 0.0% 職員で対応すべき施設であるため 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.0% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 80.0% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 100.0% 52.0%

　 70.0% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

　 94.4% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 46.9% 76.0%

検討中
　 56.7%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 8.8% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 0 0 　 0 　 20.6%

0 　 23.0% 47.6% 類型 実施予定時期

0 　 18.6% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
2 2 100.0% 　

単独クラウド 55.2% 31.3%

体育館 3 3 100.0% 　

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 平成23年度 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 100.0% 97.2%

調査・集計 　 　 100.0% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 98.5% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 90.4% 97.1%

学校用務員事務 43.8% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

23.9% 0.0%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 73.8% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 引き続き直営・専任有で対応予定 41.1% 69.7%

案内・受付 　 　 50.0% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 ○ 引き続き直営・専任有で対応予定 89.5% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 84.2% 87.6%

し尿収集 　 　 98.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
6.0% 4.5% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 66.7% 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

293610 奈良県 川西町 町村　Ⅱ－２

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。91.0% 94.8%

　 14.0% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 0 0 　 0

福祉・保健センター 1 1 100.0% 　 1 担当課事務室を兼ねているため。 36.2% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 42.9% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 50.0% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 33.3% 48.0%

所管課事務室を兼ねているため。 31.3% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 1 0 0.0% 稼働率を考慮すると、費用が多額となる見込みのため、直営で行う。

公民館、市民会館 3 0 0.0% 職員で対応するべき施設であるため 1

0 　 27.3% 51.8%

25.0% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 8.3% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

0 0 　 0 　

図書館 0 0 　 0

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 1 0 0.0% 職員で対応するべき施設であるため 0 　 15.4% 21.8%

駐車場 0 0 　 0 　 19.6%

策定済

　 33.3% 42.6%

公営住宅 2 0 0.0% 職員で対応すべき施設であるため 0

大規模公園 0 0 　 0

0.0% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 80.0% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 100.0% 52.0%

　 70.0% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

　 94.4% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 46.9% 76.0%

検討中
　 56.7%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 8.8% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 0 0 　 0 　 20.6%

0 　 23.0% 47.6% 類型 実施予定時期

0 18.6% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
1 1 100.0% 　

単独クラウド 平成23年度 55.2% 31.3%

体育館 2 2 100.0% 　

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 100.0% 97.2%

調査・集計 　 　 100.0% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 98.5% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 ○ 今後も直営にて実施する 90.4% 97.1%

学校用務員事務 ○ 今後も直営にて実施する 43.8% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

23.9% 0.0%

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 73.8% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 41.1% 69.7%

案内・受付 50.0% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 ○ 今後も直営にて収集を実施する 89.5% 97.3%

実施状況

公用車運転 84.2% 87.6%

し尿収集 　 　 98.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
6.0% 4.5% 13.2% 23.6%

電話交換 66.7% 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

293628 奈良県 三宅町 町村　Ⅱ－２

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。94.9% 94.8%

　 15.3% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 6 6 100.0% 　 0

福祉・保健センター 2 2 100.0% 　 0 　 37.7% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 25.0% 令和元年５～６月50.4% 作成済 作成予定 ○ 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 0.0% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 8.0% 48.0%

現在のところ導入の予定はなし 20.2% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 1 0 0.0% 　

公民館、市民会館 1 0 0.0% 　 1

0 　 39.1% 51.8%

20.9% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

現在の図書館の現状を考えると、当分の間、直営体制を維持することが望ましい。 14.4% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 0 0.0% 　 1
指定管理の場合、収蔵品の長期的な保存や調査が十分できない可能性がある。ま
た、現在実施している学校教育との連携事業など採算が取れないと考えられる事業
が多いため、指定管理者制度を導入することが困難である。

図書館 1 0 0.0% 指定管理導入が適切かどうか検討中。 1

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 18.8% 21.8%

駐車場 1 0 0.0% 　 0 　 22.1%

策定済

　 19.4% 42.6%

公営住宅 2 0 0.0% 　 0 　

大規模公園 1 1 100.0% 　 0

0.8% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 50.0% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 0.0% 52.0%

　 62.1% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

　 84.2% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 52.9% 76.0%

検討中
　 25.0%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 21.4% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 0 0 　 0 　 25.4%

0 　 30.5% 47.6% 類型 実施予定時期

1 令和３年４月１日～を目処に指定管理の予定 26.3% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
2 0 0.0% 　

単独クラウド 30.3% 43.4%

体育館 2 0 0.0% 　

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 平成24年度 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 93.8% 97.2%

調査・集計 　 　 98.8% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.8% 97.1%

学校用務員事務 ○ 現状維持 39.7% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

22.2% 5.1%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 83.1% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 68.5% 69.7%

案内・受付 　 　 88.0% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 ○ 今後も直営により業務を継続していく予定である。 95.5% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 82.4% 87.6%

し尿収集 　 　 100.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
14.1% 16.2% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 93.0% 94.1%

設置予定 予定時期 平成３１年度中 委託状況 委託有

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

293636 奈良県 田原本町 町村　Ⅴ－２

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。97.4% 94.8%

　 4.2% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 1 0 0.0% 小規模施設であり、指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれるため 0

福祉・保健センター 1 0 0.0% 小規模施設であり、指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれるため 0 　 28.0% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 42.4% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 61.1% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 47.2% 48.0%

　 20.5% 23.0% 98.0% 99.8%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 0 0 　 0

0 　 18.5% 51.8%

14.3% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 5.1% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

0 0 　 0 　

図書館 0 0 　 0

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 13.2% 21.8%

駐車場 0 0 　 0 　 9.9%

策定済

　 36.4% 42.6%

公営住宅 6 0 0.0% 人員常駐施設でないため 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.0% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 33.3% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 - 52.0%

　 54.1% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 1 1 100.0% 　 0

　 81.7% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

1 1 100.0% 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 65.1% 76.0%

検討中
　 44.9%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 8.7% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 1 0 0.0% 小規模施設であり、指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれるため 0 　 21.7%

0 　 17.7% 47.6% 類型 実施予定時期

0 　 14.4% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
1 0 0.0% 人員常駐施設でないため

単独クラウド 31.1% 48.3%

体育館 0 0 　

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 平成29年度 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 99.2% 97.2%

調査・集計 　 　 94.1% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 99.0%

　 93.9% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 99.3% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 96.1% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 95.9% 97.1%

学校用務員事務 48.7% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

17.9% 0.0%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 83.3% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 54.2% 69.7%

案内・受付 　 　 - 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 96.6% 97.3%

実施状況

公用車運転 ○ 公共交通機関が発達していないため、村長公用車、マイクロバスの運転手が必要であり、委託は考えていない 86.3% 87.6%

し尿収集 　 　 100.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 97.2% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
7.9% 5.3% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 66.7% 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 98.1% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

293857 奈良県 曽爾村 町村　Ⅰ－０

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。97.4% 94.8%

　 4.2% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 0 0 　 0

福祉・保健センター 1 0 0.0% 福祉・保健センターについては高齢者福祉や保健事業の拠点として様々な
事業を行っており直営で運営を行う

0 　 28.0% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 42.4% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 61.1% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 47.2% 48.0%

　 20.5% 23.0% 98.0% 99.8%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 4 0 0.0% 指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれるため直営運営する 0

0 　 18.5% 51.8%

14.3% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 5.1% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

0 0 　 0 　

図書館 0 0 　 0

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 13.2% 21.8%

駐車場 0 0 　 0 　 9.9%

策定済

　 36.4% 42.6%

公営住宅 5 0 0.0% 公営住宅については、低所得者向け住宅として直営で運営する 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.0% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 33.3% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 - 52.0%

　 54.1% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 1 1 100.0% 　 0

　 81.7% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

1 1 100.0% 　 0

　 65.1% 76.0%

検討中
　 44.9%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 8.7% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 0 0 　 0 　 21.7%

0 　 17.7% 47.6% 類型 実施予定時期

0 14.4% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
2 0 0.0% 指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれるため直営運営する

単独クラウド 31.1% 48.3%

体育館 4 0 0.0% 指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれるため直営運営する

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 平成30年度 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 99.2% 97.2%

調査・集計 　 　 94.1% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 99.0%

　 93.9% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 99.3% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 96.1% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 95.9% 97.1%

学校用務員事務 48.7% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

17.9% 0.0%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 83.3% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 今後も変更なし 54.2% 69.7%

案内・受付 　 　 - 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 96.6% 97.3%

実施状況

公用車運転 ○ 今後も継続する予定である。 86.3% 87.6%

し尿収集 　 　 100.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 97.2% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
7.9% 5.3% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 66.7% 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 98.1% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

293865 奈良県 御杖村 町村　Ⅰ－０

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。91.0% 94.8%

　 14.0% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 1 0 0.0% 指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれるため 0

福祉・保健センター 1 0 0.0% 指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれるため 1 正規職員で対応しているため、指定管理を導入してもコスト面で削減できる余地がな
いと見込まれる。

36.2% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 42.9% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 50.0% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 33.3% 48.0%

　 31.3% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 1 0 0.0% 指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれるため 0

0 　 27.3% 51.8%

25.0% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 8.3% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

0 0 　 0 　

図書館 1 0 0.0% 指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれるため 0

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 15.4% 21.8%

駐車場 0 0 　 0 　 19.6%

策定済

　 33.3% 42.6%

公営住宅 2 0 0.0% 指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれるため 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.0% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 80.0% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 100.0% 52.0%

　 70.0% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

　 94.4% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 46.9% 76.0%

検討中
　 56.7%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 8.8% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 0 0 　 0 　 20.6%

0 　 23.0% 47.6% 類型 実施予定時期

0 　 18.6% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
1 0 0.0% 指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれるため

単独クラウド 55.2% 31.3%

体育館 0 0 　

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 平成30年度 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 100.0% 97.2%

調査・集計 　 　 100.0% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 98.5% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 90.4% 97.1%

学校用務員事務 43.8% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

23.9% 0.0%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） ○ 従前どおり、継続予定 73.8% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 直営及び臨時職員対応で継続予定 41.1% 69.7%

案内・受付 　 　 50.0% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 ○ 従前どおり、継続予定 89.5% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 84.2% 87.6%

し尿収集 　 　 98.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
6.0% 4.5% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 66.7% 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

294012 奈良県 高取町 町村　Ⅱ－２

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。91.0% 94.8%

　 14.0% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 1 0 0.0% 　 0

福祉・保健センター 1 1 100.0% 　 0 　 36.2% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 42.9% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 50.0% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 33.3% 48.0%

教育委員会事務局が常駐しており、教育管理業務も兼務している。 31.3% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 3 0 0.0% 　 2

0 　 27.3% 51.8%

25.0% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 8.3% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 1 100.0% 　 0 　

図書館 1 0 0.0% 　 0

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 15.4% 21.8%

駐車場 0 0 　 0 　 19.6%

策定済

　 33.3% 42.6%

公営住宅 0 0 　 0 　

大規模公園 1 0 0.0% 　 0

0.0% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 80.0% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 100.0% 52.0%

　 70.0% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

　 94.4% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 46.9% 76.0%

検討中
　 56.7%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 8.8% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 0 0 　 0 　 20.6%

0 　 23.0% 47.6% 類型 実施予定時期

0 　 18.6% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
1 0 0.0% 　

単独クラウド 55.2% 31.3%

体育館 0 0 　

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 平成30年度 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 100.0% 97.2%

調査・集計 　 　 100.0% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 98.5% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 90.4% 97.1%

学校用務員事務 ○ 委託予定無し 43.8% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

23.9% 0.0%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） ○ 委託予定無し 73.8% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 委託予定無し 41.1% 69.7%

案内・受付 　 　 50.0% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 ○ 委託予定無し 89.5% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 84.2% 87.6%

し尿収集 　 　 98.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
6.0% 4.5% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 66.7% 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

294021 奈良県 明日香村 町村　Ⅱ－２

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。94.9% 94.8%

継続して安定した児童の保育を目的としているため 15.3% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 3 0 0.0% 前年度より状況に変化なし 1

福祉・保健センター 2 1 50.0% 前年度より状況に変化なし 1 指定管理導入が適さず、直営で運営すべきである 37.7% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 25.0% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 0.0% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 8.0% 48.0%

　 20.2% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 1 0 0.0% 前年度より状況に変化なし

公民館、市民会館 12 12 100.0% 　 0

1 中央公民館・文化会館・図書館の複合施設の為、直営での運営が望ましいと考えて
いるため

39.1% 51.8%

20.9% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

中央公民館・文化会館・図書館の複合施設の為、直営での運営が望ましいと考えて
いるため

14.4% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

0 0 　 0 　

図書館 1 0 0.0% 前年度より状況に変化なし 1

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 1 0 0.0% 前年度より状況に変化なし 1 一部事務組合で運営・取り決めされているため 18.8% 21.8%

駐車場 1 0 0.0% 前年度より状況に変化なし 0 　 22.1%

策定済

　 19.4% 42.6%

公営住宅 7 0 0.0% 直営で運営すべき施設であるとの認識であるため 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.8% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 50.0% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 0.0% 52.0%

　 62.1% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

　 84.2% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 52.9% 76.0%

検討中
　 25.0%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 21.4% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 1 0 0.0% 前年度より状況に変化なし 0 　 25.4%

0 　 30.5% 47.6% 類型 実施予定時期

1 　 26.3% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
5 0 0.0% 前年度より状況に変化なし

単独クラウド 30.3% 43.4%

体育館 2 0 0.0% 前年度より状況に変化なし

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 平成24年度 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 93.8% 97.2%

調査・集計 　 　 98.8% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.8% 97.1%

学校用務員事務 ○ 現状維持のまま対応を予定 39.7% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

22.2% 5.1%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 83.1% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 現状維持 68.5% 69.7%

案内・受付 　 　 88.0% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 ○ 一部委託を考えており最終的には、
全部委託に移行したい。

95.5% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 82.4% 87.6%

し尿収集 　 　 100.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
14.1% 16.2% 13.2% 23.6%

電話交換 ○ 今後も専任で対応する予定 93.0% 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

294241 奈良県 上牧町 町村　Ⅴ－２

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。94.9% 94.8%

　 15.3% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 0 0 　 0

福祉・保健センター 1 0 0.0% 指定管理者制度導入に関してのメリットやデメリット、費用対効果を十分に
検討できていないため。

1 指定管理者制度導入に関してのメリットやデメリット、費用対効果を十分に検討できて
いないため。

37.7% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 25.0% 　50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 0.0% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 8.0% 48.0%

指定管理者制度導入に関してのメリットやデメリット、費用対効果を十分に検討できて
いないため。

20.2% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 4 0 0.0% 指定管理者制度導入に関してのメリットやデメリット、費用対効果を十分に
検討できていないため。

4

0 　 39.1% 51.8%

20.9% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

指定管理者制度導入に関してのメリットやデメリット、費用対効果を十分に検討できて
いないため。

14.4% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

0 0 　 0 　

図書館 1 0 0.0% 指定管理者制度導入に関してのメリットやデメリット、費用対効果を十分に
検討できていないため。

1

○ 策定予定 　 策定予定時期 　

38.0%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 18.8% 21.8%

駐車場 1 0 0.0% 指定管理者制度導入に関してのメリットやデメリット、費用対効果を十分に
検討できていないため。

0 指定管理者制度導入に関してのメリットやデメリット、費用対効果を十分に検討できて
いないため。

22.1%

策定済

　 19.4% 42.6%

公営住宅 2 0 0.0% 指定管理者制度導入に関してのメリットやデメリット、費用対効果を十分に
検討できていないため。

0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.8% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 50.0% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 0.0% 52.0%

　 62.1% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 1 0 0.0% 指定管理者制度導入に関してのメリットやデメリット、費用対効果を十分に
検討できていないため。

0

　 84.2% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 52.9% 76.0%

検討中
　 25.0%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 21.4% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 1 0 0.0% 指定管理者制度導入に関してのメリットやデメリット、費用対効果を十分に
検討できていないため。

0 　 25.4%

0 　 30.5% 47.6% 類型 実施予定時期

1 　 26.3% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
1 0 0.0% 指定管理者制度導入に関してのメリットやデメリット、費用対効果を十分に

検討できていないため。

単独クラウド 平成23年度 検討中 30.3% 43.4%

体育館 1 0 0.0% 指定管理者制度導入に関してのメリットやデメリット、費用対効果を十分に
検討できていないため。

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 93.8% 97.2%

調査・集計 　 　 98.8% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.8% 97.1%

学校用務員事務 39.7% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

22.2% 5.1%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 83.1% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 68.5% 69.7%

案内・受付 　 　 88.0% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 95.5% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 82.4% 87.6%

し尿収集 　 　 100.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
14.1% 16.2% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 93.0% 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

294250 奈良県 王寺町 町村　Ⅴ－２

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。94.9% 94.8%

　 15.3% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 7 0 0.0% 指定管理者制度を含め、今後研究予定である。 0

福祉・保健センター 1 0 0.0% 指定管理制度を導入できる施設を包括的に検討中。 1 指定管理者制度を使うことで、どれだけコストに影響が生じるのか研究する予定であ
る。

37.7% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 25.0% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 0.0% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 8.0% 48.0%

条例等はすでに整備しているが（広陵町公民館条例第９条）、今後の導入について
は、研究中である。

20.2% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 21 0 0.0% 職員を配置し、直営で運営することが望ましいため。 1

0 　 39.1% 51.8%

20.9% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

蔵書に関する知識等の専門性は、短時間で身につくものではなく、また利用者のニー
ズを直接感じ取ってこそ具体的で有用なサービス提供できると思われる。指定管理制
度の導入は、サービス低下を招く可能性がある。

14.4% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 0 0.0% 施設・設備が小規模であるため、導入することによるデメリット（コスト増等）
の方が大きいと考える。

1 施設・設備が小規模であるため、導入することによるデメリット（コスト増等）の方が大
きいと考える。

図書館 1 0 0.0% 職員を配置し、直営で運営することが望ましいため。 1

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 2 0 0.0%
町営石塚霊園…石塚霊園の付帯施設である調整池を災害対策のため、整
備予定である。町営斎場…火葬業務及び葬祭を円滑に行うよう直営で運営
しているが、日常の業務及び管理は委託業務で行っている。

0 　 18.8% 21.8%

駐車場 2 0 0.0% 小規模であることから指定管理者制度にそぐわないと思われるため。 0 　 22.1%

策定済

　 19.4% 42.6%

公営住宅 4 0 0.0% 小規模であることから、指定管理者制度にそぐわないと思われる。また、住
生活基本計画を策定予定であり、策定後に検討する予定であるため。

0 　

大規模公園 1 0 0.0% 公園PFIの検討を行っているが、維持管理が多額になっており、民間に経営
できるとは思われないため。

0

0.8% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 50.0% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 0.0% 52.0%

　 62.1% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

施設を管理する上で、必要。ただし、指定管理者制度の導入を検討しているところで
ある。

84.2% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

1 0 0.0% 指定管理者制度を導入できるよう調査検討中。 1

　 52.9% 76.0%

検討中
　 25.0%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 21.4% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 0 0 　 0 　 25.4%

0 　 30.5% 47.6% 類型 実施予定時期

0 小規模な体育館・競技場・プールを一元管理しており指定管理にはむかないため職
員を常駐する必要がある

26.3% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
4 0 0.0% 指定管理者制度を導入できる施設を包括的に検討中。

単独クラウド 30.3% 43.4%

体育館 5 0 0.0% 指定管理者制度を導入できる施設を包括的に検討中。

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 平成24年度 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 93.8% 97.2%

調査・集計 　 　 98.8% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.8% 97.1%

学校用務員事務 ○ 現状維持 39.7% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

22.2% 5.1%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 83.1% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 68.5% 69.7%

案内・受付 　 　 88.0% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 95.5% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 82.4% 87.6%

し尿収集 　 　 100.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
14.1% 16.2% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 93.0% 94.1%

設置済 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

294268 奈良県 広陵町 町村　Ⅴ－２

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。95.2% 94.8%

　 15.1% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 4 0 0.0% 町内小学校区対象の児童館である。小学校との連携もあり子どもたちの変

化にすぐ対応できるので指定管理を導入しないほうがいい。（虐待等）
0

福祉・保健センター 2 0 0.0% 今のところ検討していない 1 担当課の事務所が設置され管理も行っている 48.6% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 45.5% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 50.0% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 54.5% 48.0%

担当課の事務所が設置され管理も行っている 8.9% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 1 0 0.0% 導入予定がないため

公民館、市民会館 3 0 0.0% 施設の老朽化に伴い施設の維持管理費用増加等指定管理者導入するに
も、応募者が見込めない。

2

1 施設の老朽化に伴い施設の維持管理費用増加等指定管理者を導入するにも、応募
者が見込めない。

22.2% 51.8%

17.5% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

業務サービスの低下にもつながりかねないため直営で運営すべき施設である。 5.1% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

0 0 　 0 　

図書館 1 0 0.0%
図書館業務の一環として、幼稚園・保育所・小、中学校や保健センター等の
機関と連携しており、指定管理者制になると、これらの業務サービス低下に
つながりかねない。

1

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 1 0 0.0% 一部事務組合により当町だけでなく近隣３団体で運営している。 1 近隣３団体による一部事務組合にて運営し合理的な行政サービスが提供されてい
る。

8.3% 21.8%

駐車場 0 0 　 0 　 15.7%

策定済

　 37.9% 42.6%

公営住宅 6 0 0.0% 資金的な面及び規模的な面で費用対効果が見込めない 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.3% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 25.0% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 0.0% 52.0%

　 69.2% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

　 92.3% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 67.4% 76.0%

検討中
　 53.8%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 4.2% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 1 0 0.0% 小規模のため導入の必要がない 0 　 25.8%

0 　 26.1% 47.6% 類型 実施予定時期

0 指定管理者制度導入に関してのメリットやデメリット、費用対効果を十分に検討できて
いないため。

17.9% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
0 0 　

単独クラウド 38.1% 33.3%

体育館 2 0 0.0% 小規模の為導入の必要がない

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 平成21年度 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 98.1% 97.2%

調査・集計 　 　 93.2% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 94.7% 97.1%

学校用務員事務 ○ 委託については検討していない 32.4% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

22.2% 0.0%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 82.9% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 町内３箇所の調理場のうち、１箇所で委託している。他の２箇所については、直営で選任している。 59.6% 69.7%

案内・受付 　 　 71.4% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 96.6% 97.3%

実施状況

公用車運転 ○ 今後も専任で対応する予定 89.2% 87.6%

し尿収集 　 　 95.8% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
12.7% 11.1% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 84.6% 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

294276 奈良県 河合町 町村　Ⅳ－２

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。91.0% 94.8%

　 14.0% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 2 0 0.0% 指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれる 0

福祉・保健センター 1 0 0.0% 指定管理料が少額になるため応募が見込めない 0 　 36.2% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 42.9% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 50.0% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

1 0 0.0% 指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれる 0 　 33.3% 48.0%

　 31.3% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 9 7 77.8% 指定管理料が少額になるため応募が見込めない 0

0 　 27.3% 51.8%

25.0% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 8.3% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 0 0.0% 指定管理料が少額になるため応募が見込めない 0 　

図書館 0 0 　 0

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 15.4% 21.8%

駐車場 1 0 0.0% 指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれる 0 　 19.6%

策定済

　 33.3% 42.6%

公営住宅 10 0 0.0% 指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれる 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.0% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 80.0% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 100.0% 52.0%

　 70.0% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

　 94.4% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 46.9% 76.0%

検討中
　 56.7%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 8.8% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 0 0 　 0 　 20.6%

0 　 23.0% 47.6% 類型 実施予定時期

0 　 18.6% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
1 1 100.0% 　

単独クラウド 55.2% 31.3%

体育館 1 1 100.0% 　

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 平成30年度 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 100.0% 97.2%

調査・集計 　 　 100.0% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 98.5% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 90.4% 97.1%

学校用務員事務 43.8% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

23.9% 0.0%

○ ○ ○ ○ ○

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 73.8% 90.7%

委託率

実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 今後も直営で実施する。 41.1% 69.7%

案内・受付 　 　 50.0% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 ○ 今後も直営にて収集を行う 89.5% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 84.2% 87.6%

し尿収集 　 　 98.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
6.0% 4.5% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 66.7% 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

294411 奈良県 吉野町 町村　Ⅱ－２

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。95.2% 94.8%

町職員の常駐により直営で運営するべき施設であると考える。 15.1% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 5 0 0.0% 直営で運営すべき施設であると考えている。 2

福祉・保健センター 1 0 0.0% 町職員の常駐により運営すべき施設であると考えている。 1 町職員の常駐により運営すべき施設であると考えている。 48.6% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 45.5% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 50.0% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 54.5% 48.0%

町職員の常駐により直営で運営するべき施設であると考える。 8.9% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 2 0 0.0% 直営で運営すべき施設であると考えている。

公民館、市民会館 33 0 0.0% 直営で運営すべき施設であり、多くの人員を割いているわけでもないため、
特に必要性を感じていない。

1

2 町職員の常駐により運営すべき施設であると考えている。 22.2% 51.8%

17.5% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

町職員の常駐により直営で運営するべき施設であると考える。 5.1% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

0 0 　 0 　

図書館 1 0 0.0% 町職員の常駐により直営で運営するべき施設であると考える。 1

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 2 0 0.0% 直営で運営すべき施設であり、多くの人員を割いているわけでもないため、
特に必要性を感じていない。

0 　 8.3% 21.8%

駐車場 13 0 0.0% 直営で運営すべき施設であり、多くの人員を割いているわけでもないため、
特に必要性を感じていない。

0 　 15.7%

策定済

　 37.9% 42.6%

公営住宅 18 0 0.0% 直営で運営すべき施設であり、多くの人員を割いているわけでもないため、
特に必要性を感じていない。

0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.3% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 25.0% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 0.0% 52.0%

　 69.2% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

　 92.3% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 67.4% 76.0%

検討中
　 53.8%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 4.2% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 0 0 　 0 　 25.8%

0 　 26.1% 47.6% 類型 実施予定時期

0 　 17.9% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
2 0 0.0% 直営で運営すべき施設であり、多くの人員を割いているわけでもないため、

特に必要性を感じていない。

単独クラウド 平成24年度 38.1% 33.3%

体育館 3 0 0.0% 直営で運営すべき施設であり、多くの人員を割いているわけでもないため、
特に必要性を感じていない。

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 98.1% 97.2%

調査・集計 　 　 93.2% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 94.7% 97.1%

学校用務員事務 32.4% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

22.2% 0.0%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 82.9% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 当面は継続予定 59.6% 69.7%

案内・受付 　 　 71.4% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 96.6% 97.3%

実施状況

公用車運転 ○ 当面は継続予定 89.2% 87.6%

し尿収集 　 　 95.8% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
12.7% 11.1% 13.2% 23.6%

電話交換 84.6% 94.1%

設置済 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

294420 奈良県 大淀町 町村　Ⅳ－２

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。91.0% 94.8%

　 14.0% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 1 1 100.0% 　 0

福祉・保健センター 1 0 0.0% 直営が望ましいと思われるため 0 　 36.2% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 42.9% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 50.0% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 33.3% 48.0%

　 31.3% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 1 0 0.0% 教育委員会事務局を含む複合施設内にあり、部分的な指定管理が難しい
と思われるため

公民館、市民会館 10 10 100.0% 　 0

1 利用者が多いため 27.3% 51.8%

25.0% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 8.3% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

0 0 　 0 　

図書館 1 0 0.0% 教育委員会事務局を含む複合施設内にあり、部分的な指定管理が難しい
と思われるため

0

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 1 0 0.0% 施設の老朽化等から指定管理が難しいと思われるため 0 　 15.4% 21.8%

駐車場 0 0 　 0 　 19.6%

策定済

　 33.3% 42.6%

公営住宅 15 0 0.0% 施設の老朽化等から指定管理が難しいと思われるため 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.0% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 80.0% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 100.0% 52.0%

　 70.0% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 1 1 100.0% 　 0

　 94.4% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 46.9% 76.0%

検討中
　 56.7%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 8.8% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 2 2 100.0% 　 0 　 20.6%

1 常勤職員が社会体育業務等を兼務で行っているため 23.0% 47.6% 類型 実施予定時期

1 常勤職員が社会体育業務等を兼務で行っているため 18.6% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
2 0 0.0% 社会体育業務等を兼務で行っているため

単独クラウド 55.2% 31.3%

体育館 3 0 0.0% 社会体育業務等を兼務で行っているため

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 100.0% 97.2%

調査・集計 　 　 100.0% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 100.0% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 98.5% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 90.4% 97.1%

学校用務員事務 43.8% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

23.9% 0.0%

○ ○ ○

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 73.8% 90.7%

委託率

実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 41.1% 69.7%

案内・受付 　 　 50.0% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 89.5% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 84.2% 87.6%

し尿収集 　 　 98.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
6.0% 4.5% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 66.7% 94.1%

設置済 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

294438 奈良県 下市町 町村　Ⅱ－２

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。87.5% 94.8%

　 13.6% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 0 0 　 0

福祉・保健センター 0 0 　 0 　 24.5% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 44.4% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 66.7% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 57.1% 48.0%

　 29.7% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 0 0 　 0

0 　 0.0% 51.8%

31.0% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 0.0% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 1 100.0% 　 0 　

図書館 0 0 　 0

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 6.7% 21.8%

駐車場 0 0 　 0 　 9.6%

策定済

　 50.0% 42.6%

公営住宅 9 0 0.0% 指定管理者制度を導入することによるコスト削減は、見込めない為、導入し
ていない。

0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.0% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 83.3% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 - 52.0%

　 66.7% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 1 1 100.0% 　 0

　 70.2% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

1 1 100.0% 　 0

　 52.3% 76.0%

検討中
　 58.1%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 0.0% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 0 0 　 0 　 27.0%

0 　 17.7% 47.6% 類型 実施予定時期

0 　 10.1% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
0 0 　

単独クラウド 平成28年度 検討中 37.5% 39.1%

体育館 1 0 0.0% 村の施設であるが、小・中学校の体育館としても利用しているため

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 ○ 職員により兼務しており、今後も直営により実施 96.1% 97.2%

調査・集計 　 　 96.7% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 97.8% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 98.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.7% 97.1%

学校用務員事務 ○ 小中一貫制であり、１校のみである為、今後も直営により実施 36.8% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

14.1% 0.0%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 87.1% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 45.5% 69.7%

案内・受付 　 　 - 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 ○ 委託するより直営の方か経費がかからないという試算である為、今後も直営により実施 90.0% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 87.9% 87.6%

し尿収集 　 　 100.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
4.7% 1.6% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 - 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

294446 奈良県 黒滝村 町村　Ⅰ－２

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。87.5% 94.8%

　 13.6% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 1 0 0.0% 直営で運営すべき施設と考える 0

福祉・保健センター 1 0 0.0% １つの課が事務を執り行っている建物であり、直営で運営するべき施設と考
える

1 １つの課が事務を執り行っている建物であり、直営で運営するべき施設と考える 24.5% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 44.4% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 66.7% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 57.1% 48.0%

社会教育法に基づく生涯学習施設として、直営で運営する施設と考える 29.7% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 1 0 0.0% 庁舎と併設した建物であり、直営で運営すべき施設と考える

公民館、市民会館 2 0 0.0% 規模が小さいため、指定管理には不適である 2

1 庁舎と併設した建物であり、直営で運営すべき施設と考える 0.0% 51.8%

31.0% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 0.0% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 0 0.0% 年数回の開館であり、指定管理を導入する必要がない 0 　

図書館 0 0 　 0

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 2 0 0.0% 導入が見込めるほどの施設規模でない 0 　 6.7% 21.8%

駐車場 2 2 100.0% 　 0 　 9.6%

策定済

　 50.0% 42.6%

公営住宅 3 0 0.0% 管理する施設が少ない 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.0% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 83.3% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 - 52.0%

　 66.7% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

　 70.2% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 52.3% 76.0%

検討中 ○ 同一ベンダーを利用している他町村とのクラウド化を検討しているが、単独クラウド、自治体クラウドといった各種選択肢を含
めて現状費用面などを比較検討する段階で詳細が未定

　 58.1%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 0.0% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 0 0 　 0 　 27.0%

0 　 17.7% 47.6% 類型 実施予定時期

0 常勤職員が社会体育業務等を兼務で行っているため 10.1% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
0 0 　

単独クラウド 37.5% 39.1%

体育館 1 0 0.0% 管理を地区に委託しており、十分対応できるため

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 96.1% 97.2%

調査・集計 　 　 96.7% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 97.8% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 98.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.7% 97.1%

学校用務員事務 36.8% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

14.1% 0.0%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 87.1% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 今後も直営で行う 45.5% 69.7%

案内・受付 - 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 ○ 当面は、直営・専任職員で対応 90.0% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 87.9% 87.6%

し尿収集 　 　 100.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
4.7% 1.6% 13.2% 23.6%

電話交換 - 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

294462 奈良県 天川村 町村　Ⅰ－２

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。87.5% 94.8%

　 13.6% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 0 0 　 0

福祉・保健センター 0 0 　 0 　 24.5% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 44.4% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 66.7% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 57.1% 48.0%

　 29.7% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 1 0 0.0% 指定管理者制度を導入することによるコスト削減が見込めないため。 0

0 　 0.0% 51.8%

31.0% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 0.0% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

0 0 　 0 　

図書館 0 0 　 0

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 6.7% 21.8%

駐車場 0 0 　 0 　 9.6%

策定済

　 50.0% 42.6%

公営住宅 5 0 0.0% 指定管理者制度を導入することによるコスト削減が見込めないため。 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.0% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 83.3% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 - 52.0%

　 66.7% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 0 0 　 0

　 70.2% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 　 0

　 52.3% 76.0%

検討中
　 58.1%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 0.0% 13.6%

50.2%

実施予定 ○
自治体クラウド 令和3年度

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 0 0 　 0 　 27.0%

0 　 17.7% 47.6% 類型 実施予定時期

0 　 10.1% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
0 0 　

単独クラウド 37.5% 39.1%

体育館 0 0 　

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 96.1% 97.2%

調査・集計 　 　 96.7% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 97.8% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 98.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.7% 97.1%

学校用務員事務 36.8% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

14.1% 0.0%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 87.1% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 45.5% 69.7%

案内・受付 　 　 - 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 90.0% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 87.9% 87.6%

し尿収集 　 　 100.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
4.7% 1.6% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 - 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

294471 奈良県 野迫川村 町村　Ⅰ－２

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。87.5% 94.8%

　 13.6% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 0 0 　 0

福祉・保健センター 1 0 0.0% 利用が少ないため 0 　 24.5% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 44.4% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 1 1 100.0% 　 0 　 66.7% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 57.1% 48.0%

　 29.7% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 4 0 0.0% 使用実態が少なく指定管理の必要が無いため 0

0 　 0.0% 51.8%

31.0% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 0.0% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 0 0.0% 施設や収蔵品の維持管理に費用がかかるため直営で運営すべきと判断し
ているため

1 文化財の適切な管理の必要があり、その専門的な知識のある指定管理者が見あたら
ないため

図書館 0 0 　 0

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 6.7% 21.8%

駐車場 4 1 25.0% 職員で管理できる規模であるため 0 　 9.6%

策定済

　 50.0% 42.6%

公営住宅 3 0 0.0% 職員で管理できる施設数であるため 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.0% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 83.3% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 - 52.0%

隣接する木工加工所と併せ、林業の情報発信を行う施設であり、木製品の制作者で
ある村臨時職員が効果的に実施する必要があるため

66.7% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 1 0 0.0% 施設の設置の目的（情報発信）を効果的に達成するうえで、指定管理者制
度の導入が適当でないと判断するため

1

キャンプ場等 0 0 　 0

　 70.2% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

3 3 100.0% 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

1 1 100.0% 　 0

　 52.3% 76.0%

検討中
　 58.1%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 0.0% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 1 1 100.0% 　 0 　 27.0%

0 　 17.7% 47.6% 類型 実施予定時期

0 　 10.1% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
0 0 　

単独クラウド 37.5% 39.1%

体育館 2 0 0.0% 教育委員会の非常勤職員任用で対応できるため

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 平成29年度 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 96.1% 97.2%

調査・集計 　 　 96.7% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 97.8% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 98.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.7% 97.1%

学校用務員事務 36.8% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

14.1% 0.0%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 87.1% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 村職員（調理員）による自校方式をとっており、今後も継続し質の高い給食を提供していく 45.5% 69.7%

案内・受付 　 　 - 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 90.0% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 87.9% 87.6%

し尿収集 　 　 100.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
4.7% 1.6% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 - 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

294497 奈良県 十津川村 町村　Ⅰ－２

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。87.5% 94.8%

　 13.6% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 0 0 　 0

福祉・保健センター 1 0 0.0% 直営で運用すべきと考える為 1 直営で運用すべきと考える為 24.5% 53.2%

介護支援センター 1 0 0.0% 直営で運用すべきと考える為 0 　 44.4% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 66.7% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 57.1% 48.0%

　 29.7% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 9 0 0.0% 直営で運用すべきと考える為 0

0 　 0.0% 51.8%

31.0% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 0.0% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 0 0.0% 直営で運用すべきと考える為 0 　

図書館 0 0 　 0

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 1 0 0.0% 直営で運用すべきと考える為 0 　 6.7% 21.8%

駐車場 0 0 　 0 　 9.6%

策定済

　 50.0% 42.6%

公営住宅 12 0 0.0% 直営で運用すべきと考える為 0 　

大規模公園 2 2 100.0% 　 0

0.0% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 83.3% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 - 52.0%

　 66.7% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 1 1 100.0% 　 0

　 70.2% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

1 1 100.0% 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

1 1 100.0% 　 0

　 52.3% 76.0%

検討中
　 58.1%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 0.0% 13.6%

50.2%

実施予定 ○
自治体クラウド 令和2年度

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 0 0 　 0 　 27.0%

0 　 17.7% 47.6% 類型 実施予定時期

0 　 10.1% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
1 1 100.0% 　

単独クラウド 37.5% 39.1%

体育館 0 0 　

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 96.1% 97.2%

調査・集計 　 　 96.7% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 97.8% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 98.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.7% 97.1%

学校用務員事務 36.8% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

14.1% 0.0%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） ○ 現状維持 87.1% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 現状維持 45.5% 69.7%

案内・受付 　 　 - 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 90.0% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 87.9% 87.6%

し尿収集 　 　 100.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
4.7% 1.6% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 - 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

294501 奈良県 下北山村 町村　Ⅰ－２

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。87.5% 94.8%

　 13.6% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 0 0 　 0

福祉・保健センター 1 0 0.0% 施設少数のため、管理は行政職員で対応。 0 　 24.5% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 44.4% 　50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 66.7% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 57.1% 48.0%

　 29.7% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 1 0 0.0% 施設少数のため、管理は行政職員で対応。 0

0 　 0.0% 51.8%

31.0% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 0.0% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

0 0 　 0 　

図書館 0 0 　 0

○ 策定予定 　 策定予定時期 　

38.0%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 6.7% 21.8%

駐車場 0 0 　 0 　 9.6%

策定済

　 50.0% 42.6%

公営住宅 5 0 0.0% 戸数少数のため、管理は行政職員で対応。 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.0% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 83.3% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 - 52.0%

　 66.7% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 1 1 100.0% 　 0

　 70.2% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

3 2 66.7% 近い将来、現在休止中の宿泊施設と併せて一体化する方向である。 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

1 0 0.0% 現在休止中のため、再開時には委託予定となっている。 0

　 52.3% 76.0%

検討中
　 58.1%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 0.0% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 2 0 0.0% 施設少数のため、管理は行政職員で対応。 0 　 27.0%

0 　 17.7% 47.6% 類型 実施予定時期

0 　 10.1% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
0 0 　

単独クラウド 平成29年度 検討中 37.5% 39.1%

体育館 2 0 0.0% 施設少数及び利用者少数のため、管理は行政職で対応。

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 96.1% 97.2%

調査・集計 　 　 96.7% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 97.8% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 98.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.7% 97.1%

学校用務員事務 36.8% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

14.1% 0.0%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 87.1% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 現状維持 45.5% 69.7%

案内・受付 　 　 - 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 90.0% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 87.9% 87.6%

し尿収集 　 　 100.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
4.7% 1.6% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 - 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 100.0% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

294519 奈良県 上北山村 町村　Ⅰ－２

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。90.4% 94.8%

　 4.3% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 0 0 　 0

福祉・保健センター 0 0 　 0 　 45.2% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 85.7% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 83.3% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 88.9% 48.0%

　 12.0% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 26 0 0.0% メリットがない 0

0 　 0.0% 51.8%

14.3% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 10.5% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

0 0 　 0 　

図書館 1 0 0.0% メリットがない 0

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 25.0% 21.8%

駐車場 0 0 　 0 　 6.7%

策定済

　 25.0% 42.6%

公営住宅 26 0 0.0% メリットがない 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.0% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 50.0% 64.2%展示場施設、見本市施設 0 0 　 0

未実施
　 100.0% 52.0%

　 92.3% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 1 1 100.0% 　 0

　 78.1% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

1 1 100.0% 　 0

　 81.3% 76.0%

検討中
　 47.7%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 33.3% 13.6%

50.2%

実施予定 ○
自治体クラウド 令和2年度

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 0 0 　 0 　 9.4%

0 　 7.3% 47.6% 類型 実施予定時期

0 　 9.2% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
1 0 0.0% メリットがない

単独クラウド 32.7% 40.4%

体育館 0 0 　

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済
自治体クラウド 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 100.0% 97.2%

調査・集計 　 　 100.0% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 95.1% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.4% 97.1%

学校用務員事務 ○ 委託した場合コストが増加するため 27.3% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

19.2% 0.0%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） ○ 委託した場合コストが増加するため 68.4% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 委託した場合コストが増加するため 47.2% 69.7%

案内・受付 　 　 100.0% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 100.0% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 81.5% 87.6%

し尿収集 　 　 100.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
3.8% 11.5% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 100.0% 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 97.1% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

294527 奈良県 川上村 町村　Ⅰ－１

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）



【参考】
総合窓口の設置 窓口業務の民間委託

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。

【人口が5万人未満の団体は回答不要】

BPRの手法を用いた業務分析

※平成31年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するよう要請されているが、
　　　　当該調査における「作成済み」は、平成27年度から平成29年度までのいずれかの決算に係る財務書類を作成した団体をいう。90.4% 94.8%

　 4.3% 23.0%
類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合
児童クラブ、学童館等 0 0 　 0

福祉・保健センター 0 0 　 0 　 45.2% 53.2%

介護支援センター 0 0 　 0 　 85.7% 50.4% 作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

特別養護老人ホーム 0 0 　 0 　 83.3% 73.5%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 　 0 　 88.9% 48.0%

　 12.0% 23.0% 100.0% 99.8%

文化会館 0 0 　

公民館、市民会館 6 0 0.0% 利用者が少なく指定管理者制度を導入した場合、コスト増が見込まれるた
め

0

0 　 0.0% 51.8%

14.3% 27.8%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

　 10.5% 19.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

0 0 　 0 　

図書館 0 0 　 0

○ 策定予定 策定予定時期

38.0%

大規模霊園、斎場等 0 0 　 0 　 25.0% 21.8%

駐車場 1 0 0.0% 利用者が少ないため、指定管理者制度を導入した場合コスト増が見込まれ
る

0 　 6.7%

策定済

　 25.0% 42.6%

公営住宅 10 0 0.0% 直営で運営すべき施設であると考えている 0 　

大規模公園 0 0 　 0

0.0% 14.3%

開放型研究施設等 0 0 　 0

　 50.0% 64.2%展示場施設、見本市施設 2 1 50.0% 来場者がある時のみ開けるため、指定管理者制度を導入した場合、コスト
増が見込まれる

0

未実施
　 100.0% 52.0%

　 92.3% 75.0%
実施しない理由

58.1%

産業情報提供施設 0 0 　 0

キャンプ場等 1 1 100.0% 　 0

　 78.1% 86.5%
検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

2 2 100.0% 　 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

1 1 100.0% 　 0

　 81.3% 76.0%

検討中
　 47.7%

39.4%

海水浴場 0 0 　 0 　 33.3% 13.6%

50.2%

実施予定
自治体クラウド

28.9%

単独クラウド

自治体
クラウド

単独
クラウド

プール 0 0 　 0 　 9.4%

0 　 7.3% 47.6% 類型 実施予定時期

0 　 9.2% 39.8%

全国
競技場

（野球場、テニスコート等）
3 0 0.0% 利用者が少なく、指定管理者制度を導入した場合、コスト増が見込まれるた

め

単独クラウド 32.7% 40.4%

体育館 1 0 0.0% 利用者が少なく、指定管理者制度を導入した場合、コスト増が見込まれるた
め

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
導入率

全国(市区町村分）
導入率

自治体クラウドへの移行時期 実施率（類似団体）

【参考】

実施済 ○
自治体クラウド 平成29年度 自治体

クラウド
単独

クラウド

取組状況 業務改革効果

類型 実施時期

ホームページ作成・運営 　 　 100.0% 97.2%

調査・集計 　 　 100.0% 96.2%

在宅配食サービス 　 　 100.0%

　 95.1% 98.9%

28.9%

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 　 100.0% 99.6%

ホームヘルパー派遣 　 　 100.0% 99.0%

3.2%

道路維持補修・清掃等 　 　 97.4% 97.1%

学校用務員事務 ○ 現行どおり対応する 27.3% 35.6%
全国（市区町村分）

実施率 委託率

水道メーター検針 　

19.2% 0.0%

財務会計

実施率

学校給食（運搬） 　 　 68.4% 90.7%

委託率

実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 　 47.2% 69.7%

案内・受付 　 　 100.0% 91.4%
取組状況

一般ごみ収集 　 　 100.0% 97.3%

実施状況

公用車運転 　 　 81.5% 87.6%

し尿収集 　 　 100.0% 98.0%

本庁舎の夜間警備 　 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析
類似団体 全国（市区町村分）

総合窓口
設置率

委託率 総合窓口
設置率

委託率

業務改革効果
3.8% 11.5% 13.2% 23.6%

電話交換 　 　 100.0% 94.1%

設置予定無し 予定時期 - 委託状況 委託予定無し

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体
委託率

全国(市区町村分）
委託率

本庁舎の清掃 　 　 97.1% 99.5%

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

294535 奈良県 東吉野村 町村　Ⅰ－１

設置状況

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成31年4月1日現在）
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